
LGWAN ネットワーク等無線 LAN 環境構築工事 特記仕様書 

1 件名 

LGWAN ネットワーク等無線 LAN 環境構築工事 

2 目的 

本工事は、職員の利便性及び生産性の向上のため、LGWAN 接続系及び情報系ネットワークに接続する事

務用端末の無線接続を可能とすることを目的として、庁内無線 LAN 環境を整備するものである。 

3 施工場所 

(1) 大石田町役場庁舎（北村山郡大石田町緑町 1番地） 

(2) 大石田町町民交流センター虹のプラザ（北村山郡大石田町緑町 28 番地） 

4 工期 

契約締結の日から令和 9年 2月 26 日まで 

受注者は、契約締結後 7日以内に工程表を作成し、発注者に提出すること（約款第 3条第 1項）。 

5 適用する契約約款及び共通仕様書等 

区分 名称・版 

契約約款 大石田町建設工事請負契約約款（令和 8 年 7 月 1 日改正） 

共通特記仕様書 山形県営繕工事共通特記仕様書（令和 8 年度 6 月版） 

共通仕様書 
公共建築改修工事標準仕様書（電気設備工事編）令和 7 年版 国土交通省大

臣官房官庁営繕部（以下「改修標準仕様書」という。） 

 

公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編）令和 7 年版 同上（以下「標準

仕様書」という。改修標準仕様書に定めのない事項及び改修標準仕様書が引

用する事項について適用する。） 

標準図 公共建築設備工事標準図（電気設備工事編） 

(1) 設計図書の構成及び優先順位 

ア 本工事の設計図書は、図面、本特記仕様書、別紙「機器仕様書」及び閲覧設計書とする（約款第 1

条第 1項）。 

イ 設計図書間に相違がある場合の優先順位は、質問回答書、本特記仕様書（機器仕様書を含む。）、

共通特記仕様書、図面、共通仕様書の順とする（共通特記仕様書 1 の 2、改修標準仕様書

1.1.1(3)）。 

ウ 閲覧設計書は、約款第 1条第 1項により設計図書に含まれる。共通特記仕様書 1の 4は閲覧設計書

を設計図書ではなく参考資料として取り扱う旨を定めているが、本工事においては約款の定めに



よる。 

(2) 準用に当たっての読替え 

共通特記仕様書は山形県県土整備部及び総合支庁建設部が発注する営繕工事を対象とするものであり、

共通仕様書は国土交通省官庁営繕部が官庁施設の営繕を実施するための基準である。本工事は、既存

施設の改修に係る電気設備工事であるため改修標準仕様書を適用し、同仕様書に定めのない事項及び

同仕様書が引用する事項について標準仕様書を適用する。本工事への準用に当たっては、次による。 

ア 「契約約款」及び「契約書」とあるのは「大石田町建設工事請負契約約款（令和 8 年 7 月 1 日改

正）」と読み替える。引用する条番号が本町の約款と一致しない場合は、本町の約款の該当条項

による。 

イ 「発注者」とあるのは大石田町長又はその委任を受けた者を、「監督職員」及び「総括監督員」

とあるのは約款第 10 条により発注者が通知する監督職員をいう。 

ウ 共通特記仕様書 7 の(2)中「山形県の建設工事競争入札参加資格者」とあるのは「大石田町の建設

工事競争入札参加資格者」と読み替える。 

エ 共通特記仕様書が引用する山形県建設リサイクル指針及び山形県建築工事における建設副産物管

理マニュアルは適用する。その他の要領、指針及び実施要領の適用は、監督職員と協議して定め

る。 

(3) 適用しない規定 

共通特記仕様書のうち、次に掲げる規定は適用しない。 

ア 5 低入札価格調査対象工事における技術者の増員 

イ 10 の 2 から 5 まで 公共事業労務費調査、諸経費動向調査、元請下請関係適正化指導事業現地調

査及び低入札価格調査への協力 

ウ 15 技能士 

エ 16 手すり先行足場 

オ 17 室内空気汚染対策 

カ 20 オンライン電子納品対象工事 

キ 22 契約後 VE 

ク 23 総合評価落札方式 

ケ 24 週休 2日確保工事 

コ 26 情報共有システム 

(4) 適用に当たっての定め 

規定 本工事における取扱い 

共通特記仕様書 6 コリンズ

（CORINS）への登録 
受注者に登録を義務付けない。受注者が任意で登録することを妨げない。 

共通特記仕様書 8 施工体制

台帳 
技術者等の名札の着用を求める。「山形県建設工事元請下請関係適正化指導要領」

の適用は、下請負に付する場合に監督職員と協議する。 



規定 本工事における取扱い 

共通特記仕様書 11 建設副産

物 

請負代金額 100 万円以上のため、搬入及び搬出がない場合であっても再生資源利用計

画書及び再生資源利用促進計画書を作成すること。作成の様式及び方法は、監督職

員と協議して定める。 

共通特記仕様書 13 産業廃棄

物の処理にかかる税 
山形県産業廃棄物税相当額は設計書に見込んでいる。 

共通特記仕様書 14 記載メー

カー、材料等 
設計図書に記載された材料、工場（メーカー）等は参考であり、これに限定しな

い。同等以上のものを使用する場合は、監督職員の承諾を得ること。 

共通特記仕様書 19 工事完成

図書の納品 
本工事は電子納品の対象としない。成果物の納品方法は第 8 章による。 

共通特記仕様書 25 遠隔臨場 
監督職員が認める場合に、遠隔臨場により監督職員の立会い等を行うことができ

る。実施する場合の機器の手配、実施内容及び費用は、監督職員と協議して定め

る。 

改修標準仕様書 1.2.4(1) 工

事の記録等 
履行報告に用いる書式は、第 7 章(10)による。 

改修標準仕様書 1.3.2 電気

保安技術者 
本工事は電気工作物に係る工事に当たらないため、適用しない。ただし、電源工事

を要することが判明した場合は、監督職員と協議すること。 

改修標準仕様書 1.3.3 施工

条件 
行政機関の休日は施工しないことを原則とするが、本工事は第 6 章(1)に定める施工

時間により施工する。 

 

(5) 改修標準仕様書において特記によることとされた事項 

規定 本工事における定め 

1.3.3(2) 工事用車両の駐車

場所及び資機材の置場所 
工事用車両は、役場庁舎及び虹のプラザの駐車場のうち、監督職員が指示する区画

に駐車すること。資機材の置場所は、第 10 章(4)に定める場所とする。 

1.5.1(1)(ｲ) 石綿の分析調

査 
分析調査は行わない。ただし、事前調査の結果、石綿を含有する資材等の使用が疑

われる場合は、監督職員と協議すること。 

1.7.2(1)及び(2) 養生の方

法、既存設備等の養生方法 
ビニルシート、合板等の適切な方法によること。 

1.7.2(3) 固定された備品、

机、ロッカー等の移動 
職員が使用する机、ロッカー等の移動は、発注者が行う。それ以外の固定された備

品の移動は、監督職員と協議のうえ受注者が行う。 

1.7.2(5) 機材搬入通路及び

撤去機材搬出通路の養生 
ビニルシート、合板等により養生し、既存仕上げ材を損傷させないこと。 

1.8.2(1)(ｲ) 石綿の撤去 
本工事において石綿の撤去は生じない見込みである。撤去部に石綿を含有する材料

が使用されていることが確認された場合は、直ちに監督職員と協議すること

（1.8.3）。 

1.8.6 撤去後の補修及び復

旧 
撤去跡の取付けボルト孔、壁面及び天井面の補修並びに開口部の補修方法及び仕上

げは、監督職員と協議して定めること。 

1.9.1(2)(ｱ) 発注者に引渡

しを要する発生材 
なし。 

1.9.1(2)(ｳ) 現場において

再利用及び再資源化を図る発

生材 
なし。撤去した既設 LAN ケーブルは、第 6 章(5)により処理すること。 

1.9.1(3) 発生材の保管、集 集積場所は設けない。撤去した既設 LAN ケーブルは、撤去の進捗に応じて順次工事現



規定 本工事における定め 

積場所 場外に搬出すること。搬出までの間は、飛散しないよう保管すること。 

1.11.1 完成時の提出図書 第 8 章による。 

第 6 編 2.1.1 事前確認 
表 2.1.1 に掲げる系統の確認、配線の確認並びに端末機器等と主装置等の対照につい

て、同表で〇印のない項目を含め、すべて実施し、監督職員に報告すること。 

(6) 適用する版 

ア 本章の表に掲げる契約約款、共通特記仕様書、共通仕様書及び標準図は、入札公告の日において

最新の版によるものとする。版に変更があった場合は、監督職員が指示する。 

イ 共通仕様書及び共通特記仕様書に記載されている関係基準等の文献に改訂があった場合は、監督

職員の指示する場合を除き、最新版を使用する（共通特記仕様書 1の 3）。 

6 工事の内容 

作業項目 内容 頻度・時期 水準 

事前調査及び詳細

設計 

既存ネットワークの構成、配線経路

及び電源環境を調査し、詳細設計書

を作成する。あわせて改修標準仕様

書第 6 編 2.1.1 の事前確認及び

1.5.1 の石綿を含有する資材等の事

前調査を行う。 

着工前 

詳細設計書について監督職員の承諾を

得た後に機器の設置に着手すること。

事前確認及び事前調査の結果を監督職

員に報告すること。 

無線 LAN サーベイ

（事前） 

施工範囲の電波環境を測定し、無線

アクセスポイントの設置位置を決定

する。 

詳細設計と併せ

て実施 
測定結果を平面図上に記載し、監督職

員に提出すること。 

ネットワーク設計

及び調整 
IP アドレス、SSID、VLAN その他の

ネットワーク設計の案を作成する。 
契約締結後速や

かに着手 

案を監督職員に提出し、既設ネットワ

ークの設定変更を行う事業者との調整

を経て、発注者の承諾を得ること。 

機器の調達 
別紙「機器仕様書」の要件を満たす

機器を調達する。台数は設計書によ

る。 
工期内 

機材は新品とすること（改修標準仕様

書 1.4.2(1)）。工事現場に搬入した機

材は、種別ごとに監督職員の検査を受

けること（同 1.4.5）。 

LAN 配線 

図面により、無線アクセスポイント

及びネットワーク機器の配線を行

う。UTP ケーブルの数量は 2,000m

（設計書機器費(6)）とする。 

工期内 

改修標準仕様書第 6 編第 2 章第 8 節及

び第 14 節による。UTP ケーブルは EM-

UTP6A（JIS X 5150-1 のクラス EA）以

上とすること。個々の配線は、パーマ

ネントリンクで 90m 以内とすること。 

機器の設置 

無線アクセスポイント、レイヤー

2plus スイッチ及びネットワーク認

証サーバーを設置する。台数は設計

書による。虹のプラザは 1 階事務

室、1 階図書館及び 2 階中会議室に

各 1 台とする。 

工期内 

設置位置は監督職員と協議して決定す

ること。サーバー室及び各階に設置す

る機器は、通信機器収納キャビネット

に収納すること。虹のプラザは、庁舎

との間の既設の光ケーブルにより接続

すること。 

機器の設定 
前号の機器について、SSID、VLAN、

認証、IP アドレス等の設定を行

う。 
機器設置後 

承諾を得たネットワーク設計により設

定すること。LGWAN 接続系及び情報系

は、SSID 及び VLAN により分離するこ

と。 



作業項目 内容 頻度・時期 水準 

クライアント証明

書の発行 

ネットワーク認証サーバーによりク

ライアント証明書を発行し、発注者

に引き渡す。 
機器設定後 

発行数は設計書による。証明書の各端

末への導入は発注者が行う。受注者は

導入手順書を作成し、提出すること。 

動作検証 
第 9 章の各号に掲げる事項について

試験を行い、現地試験成績書を作成

する。 
各設定完了後 第 9 章による。 

無線 LAN サーベイ

（事後）及び電波

調整 

施工後の電波環境を測定し、電波出

力及びチャネルを調整する。 
動作検証後 

第9章(2)エの基準を満たすこと。測定

点ごとの実測値を報告し、監督職員が

電波出力の調整を要すると認めたとき

は、これを行うこと。 

既設 LAN ケーブル

の撤去及び処分 

無線化に伴い不要となる既設 LAN ケ

ーブルを撤去し、処分する。撤去数

量は 1,400m とする（設計書労務費

(8)）。 

無線化完了後 

撤去の対象は、各階に設置するスイッ

チから各端末までの区間とする。機器

室から各階のスイッチまでの区間（幹

線）は対象としない。数量の増減は

(3)ウによる。 

完成図書の作成 第 8 章に掲げる図書を作成する。 完成検査前 第 8 章による。 

(1) 施工時間 

ア 受注者は、ネットワークの停止を伴う作業は、平日の 18時から翌日8時 30分まで、又は土曜日、

日曜日及び国民の祝日に関する法律に規定する休日に行うこと。 

イ アに掲げる作業以外の作業は、日中に行うことができる。この場合において、受注者は、来庁者

及び職員の執務に支障を生じさせないこと。 

ウ 受注者は、虹のプラザにおいては、次により作業を行うこと。同施設は午前 8 時 30 分から午後 10

時まで開館しており、工期中の休館日はない。 

(ア) 1 階事務室及び 1階図書館における作業は、閉館後、午後 9時までに行うこと。 

(イ) 2 階中会議室における作業は、貸館の予約状況を踏まえ、作業日時をあらかじめ監督職員と

協議して定めること。 

エ 次に掲げる日は、作業を行うことができない。 

・令和 8年 10 月 31日及び同年 11月 1日 役場庁舎及び虹のプラザにおける作業 

オ エに掲げるもののほか、施設の行事等により作業を行うことができない日が生じたときは、発注

者は、あらかじめ受注者に通知し、作業日について協議する。 

カ 受注者は、ネットワークの停止を伴う作業を行うときは、停止範囲、停止時間及び影響する業務

を書面により監督職員に提出し、承諾を得たうえで実施すること。 

キ カの作業は、翌開庁日の 8時 30 分までに復旧を完了すること。 

ク 本項に定める施工時間を変更する必要が生じたときは、あらかじめ監督職員の承諾を受けること

（改修標準仕様書 1.3.3(1)）。 

(2) 関係者との調整 

ア 既設のレイヤー3 スイッチ及びフロアスイッチの設計及び設定変更は、発注者が別途手配する事業

者が行う。当該設定変更の実施時期は、受注者の準備が整った後、発注者、受注者及び当該事業



者の協議により定める。受注者は、当該事業者と連携して作業を行い、接続試験に立ち会うこと。 

イ 受注者は、アの調整に必要な資料の提出及び説明を行うこと。 

ウ 受注者は、既設機器の設定を変更する必要が生じたときは、監督職員に報告し、指示を受けるこ

と。受注者が自ら既設機器の設定を変更してはならない。 

(3) 施工条件 

ア 受注者は、町の業務に支障を生じさせない工程で施工すること。 

イ 撤去の対象とする既設LANケーブルは、着手前に監督職員と協議して確定すること。有線接続を継

続する機器に係る配線は撤去しないこと。 

ウ 既設 LAN ケーブルの撤去に係る数量の取扱いは、次による。 

(ア) 設計図書に示す撤去数量は 1,400m（50m×21 グループ＝1,050m、その他末端配線 350m）と

する。当該数量は、図面及び目視により推計したものであり、実測に基づくものではない。 

(イ) 受注者は、撤去に着手する前に、撤去の対象とする範囲を監督職員と協議して確定するこ

と。 

(ウ) 受注者は、階及び区画ごとの撤去延長を記録すること。記録は、階又は施設ごとの撤去が

完了する都度、速やかに監督職員に報告すること。 

(エ) 受注者は、撤去数量が(ア)の数量と相違するおそれがあると認めたときは、直ちに監督職

員に報告すること。 

(オ) 受注者は、撤去完了後速やかに、(ウ)の記録を取りまとめた撤去数量報告書を監督職員に

提出すること。 

(カ) 撤去数量が(ア)の数量と相違する場合は、(オ)の報告書により、監督職員と協議のうえ約

款第 19 条により処理する。 

(キ) 受注者は、撤去した配線の延長を確認できる記録（撤去前後の工事写真を含む。）を整備

すること。 

エ 壁面等を配線する場合は、施設の景観を損なわない保護部材を使用すること。 

オ 既存部分等への処置及び養生は、改修標準仕様書 1.3.10 及び第 1 編第 7 節による。既存部分を汚

損した場合は、監督職員に報告し、承諾を受けて原状に準じて補修すること。 

カ 天井裏及び壁内の隠ぺい部分の既設LANケーブルのうち、引き抜くことができないものは残置する

ことができる。この場合、受注者は当該箇所及びその理由を監督職員に報告し、承諾を受けるこ

と。残置した部分は、ウの撤去数量に算入しない。 

キ 配線は、既存の点検口を利用して行うこと。点検口の新設が必要となるときは、あらかじめ監督

職員と協議すること。 

ク 石綿を含有する資材等の事前調査及び届出は、改修標準仕様書1.5.1による。なお、過去に行った

同種の配線工事において、石綿含有建材は確認されていない。 

ケ 積雪期における施工は、次による。 

(ア) 役場庁舎及び虹のプラザの駐車場の除雪は、発注者が行う。 

(イ) 工事のために特に必要となる範囲の除雪は、受注者が行うこと。 



(ウ) 積雪又は悪天候により作業を行うことができない日が生じたときは、監督職員に報告し、

工程について協議すること。 

(4) 安全衛生及び近隣対応 

ア 施工中の安全確保は、改修標準仕様書 1.3.5 による。撤去作業に伴う安全対策は、同 1.8.2 によ

る。 

イ 受注者は、来庁者、施設利用者及び職員の通行の安全を確保し、作業区域を明示すること。日中

に作業を行うときは、作業区域の付近において作業中である旨を表示し、通行者に注意を促すこ

と。 

ウ 高所作業を行う場合は、作業区域を区画すること。 

エ 虹のプラザにおいて作業を行うときは、施設利用者に配慮し、騒音及び通行の支障を最小限にと

どめること。特に図書館において作業を行うときは、静穏の保持に留意すること。 

(5) 建設副産物の処理 

ア 建設副産物の取扱いは、共通特記仕様書 11から 13まで並びに改修標準仕様書 1.3.9及び第 1編第

9節による。 

イ 請負代金額が100万円以上となるため、搬入及び搬出がない場合であっても、再生資源利用計画書

及び再生資源利用促進計画書を作成し、施工計画書に含めて提出すること。工事完了後は、再生

資源利用実施書及び再生資源利用促進実施書を提出すること。 

ウ 撤去した既設LANケーブル、梱包材その他の廃棄物は、受注者の責任において分別し、法令に従い

処分すること。産業廃棄物管理票又は電子マニフェストにより適正に処理されていることを確か

め、監督職員に提示すること。 

エ 本工事は、建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律第9条第 1項に規定する対象建設工事に

該当しない。 

(6) 工事写真 

ア 工事の進捗により隠ぺい状態となるなど、後日の目視による検査が不可能又は容易でない部分の

施工を行う場合は、施工の記録及び工事写真を整備すること（改修標準仕様書 1.2.4(4)）。 

イ アのほか、受注者は、次に掲げる施工状況について工事写真を撮影し、工事写真帳として紙によ

り 1部及び電子データにより 1式（完成図書と同一の媒体に記録）提出すること。 

(ア) 着工前の各施工箇所の状況 

(イ) 天井裏及び壁内の配線状況（隠ぺい前） 

(ウ) 配線の支持及び保護の状況 

(エ) 防火区画等の貫通部の処理状況 

(オ) 無線アクセスポイントの取付け状況（設置する全数） 

(カ) 通信機器収納キャビネットの設置状況（設置する全数） 

(キ) レイヤー2plus スイッチ及びネットワーク認証サーバーの設置状況（設置する全数） 

(ク) 既設 LAN ケーブルの撤去前及び撤去後の状況 



(ケ) 完成後の各施工箇所の状況 

ウ 工事写真には、撮影年月日、撮影箇所及び撮影内容を記載すること。 

エ イの(イ)及び(ウ)の状況は、天井材等により隠ぺいする前に撮影すること（約款第 15 条第 3 項）。 

オ 配線の撮影は、施工箇所（室又は区画をいう。）ごとに 1枚以上とすること。 

7 実施体制及び資格要件 

(1) 参加資格、入札日程、提出書類、質問受付の期限、入札保証金及び開札方法その他入札に関する

事項は、入札公告による（財務規則第 87 条）。 

(2) 受注者は、現場代理人及び主任技術者等を定め、約款第 11 条第 1 項により発注者に通知するこ

と。主任技術者は、建設業法第 26 条第 1 項に定められた者を選任し、資格を証する書類の写しを

添付すること（共通特記仕様書 2の 1）。 

(3) 現場代理人等指定通知書の添付書類として、雇用関係を証明する書類を提出すること（共通特記

仕様書 4の 1）。 

(4) 契約締結後、現場施工に着手するまでの期間及び検査終了後に事務手続、後片付け等のみが残っ

ている期間については、主任技術者の工事現場への専任を要しない（共通特記仕様書 4 の 3 及び

4）。 

(5) 本工事において、現場代理人の工事現場における常駐を要しないものとする（約款第 11 条第 3

項）。ただし、監督職員からの連絡に応じることができる体制を確保すること。 

(6) 現場代理人は、工事現場内において「現場代理人」と記した腕章やヘルメット等を常に着用する

こと（共通特記仕様書 9）。主任技術者等は、工事名、工期、顔写真、所属会社名及び社印の入っ

た名札等を着用すること（共通特記仕様書 8の 2）。 

(7) 受注者は、契約締結後速やかに、実施体制及び緊急時の連絡体制を書面により監督職員に提出す

ること。変更が生じたときも同様とする。 

(8) 受注者は、工事の着手に先立ち、実施工程表及び施工計画書を作成し、監督職員の承諾を受け、

又は提出すること（改修標準仕様書 1.2.1 及び 1.2.2）。 

 

(9) 緊急時の対応 

ア 受注者は、本工事に起因してネットワークの障害その他の支障が生じたときは、監督職員から連

絡を受けた後 1時間以内に、現場代理人又は主任技術者から監督職員に応答すること。 

イ 現地での対応を要すると監督職員が認めたときは、受注者は、連絡を受けた後1時間以内に工事現

場に到着すること。 

ウ 前号の時間内に到着することができないときは、その理由及び到着の見込時刻を直ちに監督職員

に報告すること。 

エ 受注者は、開庁時間外においても連絡を受けることができる連絡先を、(7)の連絡体制に明示する

こと。 

 



(10) 履行報告及び打合せ 

ア 受注者は、毎週 1 回、工事の履行状況について書面により監督職員に報告すること（約款第 12 条、

改修標準仕様書 1.2.4(1)）。報告には、当該週に実施した作業の内容及び作業日、翌週に予定す

る作業の内容及び作業日、並びに工程の進捗状況を記載すること。 

イ 受注者は、次に掲げる時期に監督職員と打合せを行い、その内容を打合せ簿により記録し、監督

職員の確認を受けること。 

(ア) 契約締結後の着手時 

(イ) ネットワーク設計の確定時 

(ウ) 機器の納入時 

(エ) 各系統の設定完了時 

(オ) 完成検査前 

ウ 受注者は、工程に遅れが生じるおそれがあると認めたときは、直ちに監督職員に報告し、対応に

ついて協議すること。 

8 成果物と納品方法 

(1) 受注者は、完成検査に先立ち、次の図書を紙により 1 部及び電子データにより 1 式（CD-R 又は

DVD-R）納品すること。 

 

図書名 内容 

詳細設計書 設計方針、機器構成、ネットワーク論理構成 

コンフィグファイル 設置した全機器の設定ファイル 

設定パラメータシート 機器ごとの設定値一覧 

機器管理表 機器名、型番、製造番号、設置場所、保証期限 

無線 AP プロット図 無線アクセスポイントの設置位置図 

ネットワーク配線図 配線経路及び結線内容 

現地試験成績書 第 9 章(2)各号の試験結果 

無線 LAN サーベイ報告書 事前及び事後の測定結果 

証明書導入手順書 発注者が証明書を各端末に導入するための手順 

撤去数量報告書 階及び区画ごとの既設 LAN ケーブルの撤去延長 

 

(2) コンフィグファイル及び設定パラメータシートのうち認証情報を含むものは、電子メールにより

送信しないこと。受渡しの方法は、あらかじめ監督職員と協議して定めること。 

(3) 電子データは、暗号化して納品すること。復号に必要なパスワードは、電子媒体と別の手段によ

り監督職員に伝達すること。 

(4) 本工事は、共通特記仕様書 19に規定する電子納品の対象としない。 



9 検査 

(1) 完成検査は、約款第 33条による。 

(2) 受注者は、完成検査に先立ち自主検査を行い、次に掲げる事項について現地試験成績書を作成し、

監督職員に提出すること。 

ア 構内情報通信網設備の試験は、改修標準仕様書第6編2.28.2(1)(ｵ)により、標準仕様書第6編

2.28.2 表 2.28.5 による。スイッチから無線アクセスポイント間のパケット送受信機能につい

て、設置する無線アクセスポイントの全数を試験すること。 

イ EM-UTP ケーブル配線の伝送品質測定は、改修標準仕様書第 6 編 2.28.2(1)(ｲ)により、標準仕

様書第 6編 2.28.2 表 2.28.2 による。試験は敷設した全数について行うこと。長さの確認は、

パーマネントリンクで 90m 以内であることを確認すること。 

ウ LGWAN 接続系及び情報系のそれぞれの無線区分により、クライアント証明書を導入した端末が

接続でき、割り当てられた VLAN が承諾を得た設計のとおりであること。 

エ 施工範囲内において、無線区分ごとの受信信号強度がマイナス 75dBm 以上であること。測定は、

各室及び各共用部分の代表点で行い、測定点ごとの実測値を無線 LAN サーベイ報告書に記載す

ること。 

オ 隣接する無線アクセスポイント間を移動した場合において、通信が継続すること。 

カ ネットワーク認証サーバーの 1台を停止した場合において、認証が継続すること。 

キ 発行した証明書を失効させた場合において、当該端末が接続できないこと。 

(3) 完成検査は、(2)の現地試験成績書により行うほか、監督職員が指定する箇所において実地に確

認して行う。 

(4) 受注者は、完成検査に立ち会い、監督職員の求めに応じて実演すること。 

(5) 本工事において、工事の完成に先立って引渡しを受ける指定部分は定めない（約款第 40条）。 

(6) 施工の立会いは、改修標準仕様書第 6 編 2.28.1 による。同表 2.28.1 に掲げる施工のうち監督職

員の指示を受けたものは、次の工程に進むに先立ち、監督職員の立会いを受けること。 

(7) 前号の立会いは、監督職員が認める場合には、共通特記仕様書 25 及び改修標準仕様書 1.1.14 に

規定する遠隔臨場により行うことができる。 

10 貸与品及び支給品 

(1) 発注者が支給する工事材料はない（約款第 16条）。 

(2) 発注者は、受注者に対し、本工事に必要な範囲で既存ネットワークの構成情報（ネットワーク構

成図、IP アドレス設計書、既設機器の設定情報及び庁舎と虹のプラザを結ぶ既設光ケーブルの図

面をいう。）を貸与する。受注者は、貸与を受けた情報を本工事以外に使用してはならず、工事

完成時に返還すること。 

(3) 発注者は、施工に必要な電力を無償で提供する。 

(4) 発注者は、機器の一時保管場所として役場庁舎内の電算室（サーバー室）を提供する。受注者は、

保管中の機器を善良な管理者の注意をもって管理すること。 



11 その他 

(1) 本仕様書に定めのない事項について疑義が生じたときは、監督職員と協議すること（改修標準仕

様書 1.1.8）。 

(2) 受注者は、設計図書及び工事関係図書を、工事の施工の目的以外で第三者に使用又は閲覧させて

はならず、その内容を漏洩してはならない（改修標準仕様書 1.1.6(2)）。 

(3) ネットワーク認証サーバーの保守は、設計書に計上する年間サポート（2 式）により 1 年間とす

る。2年目以降の保守は本工事に含まない。発注者が別途契約する。 

(4) 本工事において、火災保険その他の保険の付保は求めない（約款第59条第 1項）。ただし、受注

者は、搬入した機器を引き渡すまでの間、善良な管理者の注意をもって管理すること。 

(5) 約款第 31条第 1 項に規定する「設計図書で基準を定めたもの」は、次に掲げるものとする。 

ア 気象庁が発表する特別警報の基準に達する気象現象 

イ 震度 5強以上の地震 

(6) ネットワーク認証サーバーに登録するアカウントは、端末を単位とするものとし、職員の氏名そ

の他の特定の個人を識別することができる情報を含まないこと。 

(7) 第 8 章に掲げる成果物及び本工事において設定した機器の設定情報について、発注者は、本工事

の目的の範囲を超えて、施設の維持管理、改修及び保守のために自由に使用し、又は第三者に開

示することができる。 

(8) (7)の規定は、受注者が本工事以前から有する著作物及び汎用のプログラムには適用しない。 


